
目 次

Ⅰ はじめに

Ⅱ 移動と成果の関係に関する既存研究の考え方

Ⅲ 分析データの概要

Ⅳ 移動と成果に関する分析結果

Ⅴ 組織内移動と技術成果との間に見られる負の関係の

原因

Ⅵ 組織間移動と技術成果との間に見られる負の関係の

原因

Ⅶ ディスカッションと追加的考察

Ⅰ は じ め に

イノベーションに必要とされる知識が部分的に

せよ個人に体化されているとするなら, 技術者や

研究者が社会や組織の中で経験する ｢移動｣ や

｢異動｣ が, イノベーションの創出に影響を与え

ることが推測される｡ 移動が人々の新たな出会い

につながり, それがイノベーションに必要とされ

る知識融合の確率を高めると考えられるからであ

る｡ また, 移動を通じて組織や部門を越えた人的

ネットワークが拡がれば, 多様な技術情報がイノ

ベーションの場にもたらされる可能性が高まる｡

これも, 移動がイノベーションを促進するという

No. 541/August 200534

特集●プロフェッショナルの処遇

R&D 人材の移動と技術成果

青島 矢一
(一橋大学助教授)

日本企業の半導体技術者・研究者 718 人のキャリアデータに基づいて, 組織間移動と組織

内移動 (部門間ローテーション) のもたらす技術成果に対する影響を分析した｡ 既存研究

の議論と異なり, 分析結果は, 組織間移動も組織内移動も技術成果に対して負の影響を与

えていることを示唆していた｡ 分析によれば, 部門間ローテーションが成果に結びつかな

いのは, 部門間を頻繁に移動する人ほど外部の技術情報から遮断される傾向にあることと,

キャリア初期段階で専門能力を身につける十分な時間が与えられていないことが原因だと

考えられた｡ 特に, 最初の移動までの年数の短さと技術成果との間に強い負の関係があっ

た｡ 一方, 組織間移動が技術成果と負の関係にあるのは, 頻繁な組織間移動を経験する技

術者ほど, 組織内部の人的ネットワークから遮断されていることが関係していると考えら

れた｡ 組織間移動の多い技術者は, 内部人材との情報の連結が弱く, 部門間ローテーショ

ンが少ない｡ これは, 昇進の早い技術者とは反対の性質であり, 組織間を移動する技術者

に対する処遇上の問題が示唆された｡ 同様に, 組織間移動の経験を持つ人ほど現在の仕事

に対する満足度が低いことも処遇上の問題を示していた｡ 一般に, イノベーションを促進

するには, 技術者の流動性や部門間ローテーションが必要だと考えられる傾向にある｡ し

かし, 技術者の移動がイノベーションを生み出すには, 異なる知識の融合を促すための組

織マネジメントや処遇体系が重要となるということを本研究は示している｡ 追加的な考察

では, 日本の半導体産業が国際競争力を失った時期に, 技術者の早期ローテーションが顕

著に増加しており, 部門間ローテーションの効果に対する短絡的な期待の危険性を示唆し

ていた｡



仮説の妥当性を支える論拠となっている｡

このような考えを前提として, R&D 人材の移

動に起因する知識のスピルオーバーのパターンを

明らかにした研究がこれまでにも行われてきた

(Almeida and Kogut, 1999; Appleyard, 1996)｡ 特

に 90 年代以降, シリコンバレーに代表される集

積地域における人材の流動性の高さと地域特有の

知識のスピルオーバー効果が明らかにされるにつ

れて (Almeida and Kogut, 1999; Angel, 1989;

Saxenian, 1994), 日本でも, イノベーションを生

み出す要因として, R&D 人材の流動性を高める

必要性が叫ばれるようになった｡ 日本の R&D 人

材の流動性の低さと 90 年代以降の日本経済の低

迷を結びつけて, 景気回復のためには専門的人材

の流動性を高める必要があるという議論さえでて

きた｡

たしかに, 米国に比べて日本の R&D 人材の流

動性は低いといわれる (Lynn ����., 1993; Shapira

����., 1995; Appleyard, 1996)｡ しかし, その一方

で, 組織内での部門間移動が頻繁に行われており,

それが日本製造業の競争力の源泉であるという指

摘もなされてきた (Kusunoki and Numagami,

1998)｡ 新製品開発に必要な機能横断的な統合活

動が, 技術者の部門間ローテーションによって効

果的に促されているという議論である｡ 企業規模

が大きければ, 異なる機能や技術分野を越えた人

材の移動は, 異なる知識の融合という意味で, 組

織間移動と同じ効果を持つ可能性がある (Jervis,

1975)｡ こうした議論に対応してか, 90 年代以降,

日本の大企業においても技術者・研究者を事業部

門や製造部門へと異動させる傾向が高まってき

た1)｡ これには, バブル経済の崩壊以降, 業績低

迷にあえぐ企業において R&D の生産性が問題視

されたことが関係していると考えられる2)｡

このように, 技術者・研究者の移動がイノベー

ションを促進するという考え方が一般的に受容さ

れるにつれて, 移動の促進が政策上も企業マネジ

メント上も重要な課題として認識されてきた｡ し

かしながら, R&D 人材の移動がイノベーション

を促進するという仮説を体系的に実証した研究は

ほとんど存在しない｡ 組織間移動も組織内移動も,

暗黙のうちに, イノベーションに対してプラスの

影響があるものとして扱われる傾向にあるが, こ

れは必ずしも実証的に明らかにされた事実ではな

く, また自明なことでもない｡ こうしたなか, 本

研究は, 技術者・研究者の組織間移動と組織内移

動が技術的成果とどのような関係にあるのかを,

日本の半導体エンジニアに関するデータを用いて

実証的に検討することを目的としている｡

Ⅱ 移動と成果の関係に関する既存研究
の考え方

1 組織間移動とイノベーションの成果

R&D 人材の企業間移動がイノベーションを促

進するという考えの基礎にあるのは, 重要な技術

情報を最も効果的に運ぶことができるのは人材そ

のものであるという認識である｡ 科学や技術の世

界における重要な情報の多くは形式化されない暗

黙的な知識として存在している (Kogut and

Zander, 1995; Cohen and Levinthal, 1990; von

Hippel, 1988)｡ そうした知識を移転するには知識

を保有する人材そのものの移転が必要となる｡

また, 企業を移動する人材が持ち込むのは個人

が保有する技術的知識だけではない｡ 以前の職場

で築いた人的ネットワークもイノベーションを促

進する上での重要な情報源を提供する｡ 移動経験

のある技術者は組織の枠を越えた外部の技術情報

にアクセスすることができるため, 技術情報の

｢ゲートキーパー｣ (Allen, 1977) としての役割も

期待できる｡

例えば, 半導体設計者の日米比較を行った

Appleyard (1996) は, 企業間移動の経験の全く

ない日本の技術者のサンプルが科学雑誌や学会発

表などの公的情報源に依存するのに対して, 移動

経験の多い米国の技術者は他企業の技術者を重要

な情報源として活用していることを示している｡

同様に, Lynn ����. (1993) も, 日本のエンジニ

アに比べて, 移動経験の多い米国のエンジニアの

ほうが外部の専門人材との接触回数が多いことを

示している｡ 企業間移動を前提とした技術者は,

自らの市場価値を高めるために, プロフェッショ

ナルコミュニティでの活発な活動を行うことが推
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測されるため, そこで得られた知識が組織にもた

らされることによる効果が期待される｡

90 年代に注目されたシリコンバレーにおける

イノベーションの創出も, 頻繁な人材の移動によ

る知識のスピルオーバー効果によって間接的に説

明されることが多い (Angel, 1989; Almeida and

Kogut, 1999; Saxenian, 1994)｡ 例えば, Almeida

and Kogut (1999) は, 特許保有者の企業間移動

と特許の引用状況を調査して, シリコンバレーで

は, 地域内での技術者の企業間移動が多く観察さ

れると同時に, 地域内での特許の相互引用が多い

ことを明らかにしている｡ これは, 地域内での人

の移動による知識移転がイノベーションの集積に

つながっていることを示している｡ 同様に Angel

(1989) も, シリコンバレーの半導体製造エンジ

ニアのキャリアを分析することによって, 地域内

での大学や企業間での人材の頻繁な移動を明らか

にしており, それが柔軟な生産体制とイノベーショ

ンの創出に影響を与えている可能性を指摘してい

る｡ しかしながらこれらの研究は, シリコンバレー

におけるイノベーション成果の高さを所与とした

上で, 人材移動のパターンの解明に焦点を当てて

おり, 必ずしも人材移動とイノベーションの成果

との間の因果関係を実証しているわけではない｡

このように, 近年の研究が, 技術者の企業間移

動とイノベーションとの間に正の関係を仮定する

傾向がある一方で, 企業間移動がイノベーション

につながらない可能性も十分にある｡ 例えば, 企

業間移動を経験した技術者は外部の技術情報の重

要な源泉となりうる一方で, 外部の技術情報を組

織内に伝える点では必ずしも適切な人材とはいえ

ないかもしれない｡ 外部からの移動者が組織内で

外部者と扱われる限り, 組織内でのコミュニケー

ションに障害が生じたり, 組織に対するコミット

メントの低い移動者が情報を伝える十分な動機を

持ち得なかったりする可能性があるからである｡

特に, プロフェッショナルに対する評価や処遇,

組織の受容体制が確立していない場合には, こう

した問題が生じる危険性が高いと考えられる｡

外部人材の流入とイノベーション活動の関係を

実証的に検討している Ettlie (1980, 1985) でも,

外部人材の流入がイノベーションを促進する効果

を明らかにしているものの, その関係が単調増加

ではないことを示している｡ 食品加工企業 56 社

に対する質問票調査を行った Ettlie (1985) は,

一定の外部人材の流入はイノベーションを刺激す

る効果があるものの, あまり多くの外部人材が流

入すると逆にイノベーションにマイナスの影響を

与えることを報告している｡

2 組織内移動とイノベーションの成果

イノベーション活動への影響という観点から,

直接的に技術者の組織内移動を扱った研究は多く

ない｡ 組織内移動を扱う研究には, むしろ, 移動

が個人のキャリア形成に与える影響に注目する傾

向にある｡ それらの研究によれば, 組織内移動は,

スキルの獲得や経験の蓄積に貢献するとともに,

昇進や昇給にプラスの影響を与えることを示して

いる (例えば, Campion ����., 1994)｡ また, 組織

内移動が, より良い仕事への配属を意味すること

による, モチベーションや職務態度の向上効果も

指摘されている (Campion ����., 1994; McElroy ��

��., 1996)｡ しかしこれらの研究では, 移動を通じ

たキャリア形成が技術者のイノベーション成果に

どのような効果をもたらすのかは明らかにされて

いない｡

一方, 技術開発や新製品開発活動に注目する研

究は, 直接的に組織内移動の効果を扱ってはいな

いものの, 組織内移動とイノベーションとの関係

に関する重要な示唆を与える (Allen, 1977; Clark

and Fujimoto, 1991; Henderson and Cockburn,

1994; Ancona and Caldwell, 1992, Eisenhardt and

Tabrizi, 1995; Hansen, 1999)｡ これらの研究に共

通しているのは, 組織ユニットの境界を越えた知

識の共有や異質な情報の組み合わせが技術や製品

のイノベーションにとって重要となるという発見

である｡ 部門を越えた知識共有は部門間での直接

的なコミュニケーションによって実現されるが,

知識が暗黙的で状況特定的な性質を持つ場合には,

異なる部門間で生じる情報解釈の問題ゆえにコミュ

ニケーション・コストが大幅に増大する危険性が

ある (Hansen, 1999)｡ こうした場合には, むしろ,

技術者が直接的に部門間を移動することが効果的

となる (Allen, 1977; Roberts, 1988; Aoshima, 2002;
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Kusunoki and Numagami, 1998) ｡ 例 え ば ,

Kusunoki and Numagami (1998) は, 日本の化

学系大企業の人事データを分析することによって,

技術者が頻繁に部門間移動を経験していることを

発見し, そうした移動が機能や技術分野を越えた

統合活動を促進する効果を持つことを議論してい

る｡ 日本企業の製品開発を扱った事例研究の中に

も, 技術者が研究所から事業部, さらに製造部門

へと移動することが, 製品イノベーションを促進

することを示唆しているものは多い｡

多様な部門経験を持つことは, 技術を製品化も

しくは事業化する上ではたしかに有効に働くかも

しれない｡ また, 技術的なアイデア創出という点

でも, 異なる部門での経験が活かされることも考

えられる｡ しかしながら, 一方で, 頻繁な部門間

移動は専門性の蓄積を阻害する危険性がある｡ 特

に, 技術者としてのキャリア初期に移動が行われ

る場合にはその危険性が大きい｡ この点で, 技術

系人材の場合には, 事務系管理者の場合と異なり,

組織内移動のもたらすトレードオフの問題が大き

いと考えられる｡ こうした点を考慮した実証研究

はほとんど存在しない｡

3 組織間移動と組織内移動との相互関係

上述のように, 組織間移動の研究と組織内移動

の研究は, これまで, 別々の伝統のもとで扱われ

る傾向にあった｡ 国際比較調査において両者の比

較が行われることはあるが (例えば, Lynn, ����.,

1993), 両者の間の相互関係を明示的に分析した

ものはない｡ 組織間の移動と組織内での移動が独

立の事象であれば問題ない｡ しかし, 両者に相互

関係が存在する場合には, 流動性を高めてイノベー

ションを促進しようとする単純な処方箋は期待し

た結果をもたらさない可能性がある｡

一人の技術者にとって, 組織間移動と組織内移

動が相互に関係するのは, 単に, キャリア全体で

実現できる移動の数が限られているからだけでは

ない｡ 例えば, 組織間を頻繁に移動する人は, 組

織外の人々とのやり取りを重視する結果として,

組織内部での人的ネットワークが希薄になるかも

しれない｡ そのことが, その人材に対する社内ニー

ズの低下につながり, 結果として移動 (異動) の

機会の減少をもたらすかもしれない｡ また特定の

専門領域における深い知識を有していることが,

外部労働市場での価値を高める一方で, 企業内部

での専門を越えた移動を困難にする可能性がある｡

特定領域における専門家としてのアイデンティティ

が, 企業内での移動に対する抵抗感を生み出すこ

とも考えられる｡

本研究の目的は, このような組織間移動と組織

内移動との相互関係を念頭に置きながら, 移動と

成果との関係を実証的に明らかにすることにある｡

Ⅲ 分析データの概要

1 調査の概要

本論文で分析するデータは, 応用物理学会の会

員 5000 人に配布された質問票調査から得られた

ものである3)｡ 質問票は 1999 年 1 月に回収され,

902 人からの回答を得た｡ これら 902 人の中で,

民間企業での経験を全く持たない人と, 半導体関

連業務の経験のない人を除くと 749 人となった｡

さらに, これら 749 人の中から, キャリア全体の

50％以上の期間にわたって民間企業以外に所属し

ていた人を分析から除外した｡ 結果として, 主と

して民間企業に所属する 718 人の半導体エンジニ

アが全体サンプルとなった｡ 分析では, このサン

プル全体に加えて, 半導体関連の設計・開発にキャ

リア全体の 50％以上の年数を費やしたことが特

定できた技術者に限ったサンプルも使用する｡ こ

れを研究・開発サンプルと呼ぶこととする｡

質問票において回答者はまず, 1965 年から

1998 年までの間のキャリアを, 所属組織, 所属

地域 (地理), 組織内所属部門, 担当専門領域を

含む八つの分野について, 時間軸に沿って記入す

ることが求められた｡ それによって, キャリア全

体において, 所属組織, 地域, 組織内部門, 専門

領域などをどのように移動してきたのかが把握さ

れた｡ 本論文で分析の対象とするのは, それらの

うち, 主として, 組織間移動と組織内部での部門

間移動に関するデータである｡

質問票では続いて, 同僚, 他企業の技術者, 大

学の研究者などさまざまな人々との間のコミュニ
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ケーションの頻度とともに, 問題解決上の情報源

としてのそれらの人々の重要性を主観的に評価す

るよう求めた｡ これは, 移動による人的ネットワー

クの拡大と, それに伴う情報源の多様性がイノベー

ションと関係するという考え方に沿った質問項目

である｡

最後に, 質問票では, 成果の記入を求めた｡ 技

術的成果としては, これまでに出願した特許の数

と社外の専門雑誌で発表した論文数を質問した｡

そのほかに, 研究者・技術者としての能力, 昇進

スピード, 現在の仕事に対する満足度を主観的に

評価するように回答者に求めた｡ イノベーション

成果を測定するには, 個人の成果だけでなく, 集

団や組織としての成果も必要となるが, 回答者が

さまざまな企業に所属していることから比較可能

な集団レベルでの成果指標を得ることはできなかっ

た｡

表 1 はサンプルの概要を示している｡ 子会社な

どの関連企業への移動を除くと全体で 29％程度

の回答者が少なくとも一度は組織間移動を経験し

ている4)｡ ただし, 民間企業間の移動経験だけに

限るとその割合は 17％となる｡ 回答者の約 15％

が博士号を取得しており, 修士号取得者まで含め

ると全体の 70％近くに及ぶことから考えると,

このサンプルには, エンジニアだけでなく研究者

に近い人材が多く含まれていると考えられる｡ 企

業と大学との間の移動が多く観察されることや 1

割を超える回答者が基礎研究に従事していること

はその現れであると考えられる｡

2 変数の概要

分析に含まれる変数は大きく, 移動に関する変

数, コミュニケーションと情報源に関する変数,

それに成果に関する変数の三つに分かれる｡ その

ほか, 分析内容によって専門性に関する変数や在

職年数などの制御変数が導入される｡

組織間移動は, これまでに経験した組織の数に

よって測定された｡ ただし出向や転籍先の関連会
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表１ サンプルの概要

年齢 在職期間 特許取得数 論文数

平均

標準偏差

43.7

9.7

18.9

9.5

17.2

59.3

41.4

39.3

最終学歴

高校 高専 学士 修士 博士 不明

7

1.0％

3

0.4％

183

25.5％

379

52.8％

105

14.6％

41

5.7％

入社年度

1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 不明

151

21.0％

201

28.0％

296

41.2％

101

14.1％

3

0.4％

経験組織数

(除, 関連会社)

１社 ２社 ３社 ４社 ５社以上 不明

445

62.0％

510

71.0％

167

23.3％

132

18.4％

57

7.9％

42

5.8％

24

3.3％

17

2.4％

21

2.9％

13

1.8％

4

0.6％

0.0％

主要専門領域

(キャリア全体の

50％を超えるもの)

基礎研究

80

デバイス

開発設計

60

プロセス

開 発

136

材料開発

54

システム

開 発

3

テスト･評価

21

CAD/CAE

4

製造装置開発

37

その他開発

13

品質管理

3

製造

9

企画

1

マーケティング

1

その他製造

・販売

1

アプリケー

ション製品

45

その他

88

不明

162



社は経験組織から除外した｡

組織内移動は, 全社研究部門, 全社開発部門,

全社生産技術部門, 事業部研究部門, 事業部開発

部門, 事業部生産技術部門, 工場・製造部門, 企

画・管理部門, 販売・マーケティング部門の計 9

部門の中で, 調査時点までに所属経験を持つ部門

の数によって測定された｡ 経験部門数の平均は

2.11 部門であり, 標準偏差は 1.31 であった｡ ま

た, 少なくとも一度は部門間移動を経験した人々

に関しては, 最初の部門間移動までの在籍年数も

分析に含めた｡ 平均は 9.03 年で標準偏差は 6.51

年であった｡

コミュニケーションの頻度は, 職場の同僚, 社

内他部門の技術者, 競合企業の技術者, 大学の研

究者など全部で 12 種類の人々とのコミュニケー

ションの頻度を, 1 ：｢年に 1 度かそれ以下｣ か

ら 7 ：｢ほぼ毎日｣ までの 7 点尺度に沿って測定

された｡ また, 問題解決上の情報源としては, 12

種類の人々に加えて, 学会や学術雑誌などを加え

た 21 種類の情報源について, 1 ：｢全く重要性な

い｣ から, 7 ：｢極めて重要｣ までの 7 点尺度で

主観的に評価するよう求めた (コミュニケーショ

ンと情報源のアイテムは付表 1 に示されている)｡

技術的成果は特許出願数と学術雑誌への発表論

文数によって測定された｡ 質問票では, 過去 5 年,

5 年から 10 年前, 10 年以上前の三つの期間に分

けて, 出願特許数と発表論文数を実数で記入する

ことを求めた｡ 以下の分析では, 特許数と論文数

のそれぞれについて, 三つの期間の数を単純に合

計した値を用いた｡

研究者・技術者としての能力と昇進スピードに

関しては, 同僚と比較して, 1 ：｢全く劣ってい

る｣ から, 7 ：｢非常に優れている｣ までの 7 段

階で主観的に評価してもらった｡ サンプル全体で

の平均値は 5.02 (能力), 4.08 (昇進スピード) で

あり, 標準偏差はそれぞれ, 1.14 と 1.33 であっ

た｡ また, 仕事に対する満足度は, 1 ：｢全く不

満である｣ から, 7 ：｢大変満足している｣ の 7

段階での主観的な評価を求めた｡ 平均値と標準偏

差は 4.32 と 1.58 である｡

移動変数と成果変数との間の相関行列は付表 2

に記載されている｡

Ⅳ 移動と成果に関する分析結果

1 移動頻度と技術成果

表 2 は移動頻度と技術成果との関係に関する回

帰分析の結果を示している｡ 出願特許数も論文数

も年とともに増大すると考えられるため, 在職年

数を制御変数として導入している｡ 在職年数は,

最初に就職してから調査時点までの経過年数を示

している｡

サンプル全体の分析は, 組織間移動も組織内移

動も, 技術成果と有意に負の関係があることを示

している｡ こうした結果の一部は, 特許や論文と

いった技術成果を直接の目的としない人々がサン

プルに含まれており, それらの人々が頻繁な組織

間移動や組織内移動を経験していることから生じ

ている可能性がある｡ サンプルの中には, 半導体

そのものの開発ではなく, 半導体を利用した製品

の開発に携わっていた人も含まれており, それら

の人々は事業化に近い領域で仕事をしているため,

少なくとも論文発表は直接的な業績にはならない

と考えられる｡ そこで, キャリア全体の 50％以

上の期間を半導体関連の設計・開発業務に費やし

たことが特定できる回答者だけを抜き出して, そ

れを研究・開発サンプルとして, 同様の分析を行っ
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表２ 移動頻度と技術成果

特許数 論文数

全体 研究・開発 全体 研究・開発

在職年数

経験組織数

経験部門数

調整済み R2

自由度

0.44***

－0.11***

－0.07**

0.14***

684

0.40***

－0.07*

－0.04

0.14***

425

0.33***

－0.09**

－0.13***

0.08***

684

0.35***

－0.03

－0.09*

0.12***

401

OLS. *p＜.1, **p＜.5, ***p＜.01



た結果も表 2 に併記した5)｡ その結果, 技術成果

に対して移動がもたらす負の効果はたしかに軽減

される｡ しかしながら依然として負の関係がある｡

この一見直感に反する発見の背後にある論理を探

るのが, Ⅴ以下の分析の主たる目的となる｡

2 移動頻度と昇進スピード, 能力, 満足度

一方, 表 3 は, 移動頻度と, 昇進スピード, 技

術能力, 満足度に対する主観的評価との関係を分

析した結果を示したものである｡ 組織内移動と昇

進スピード, 組織間移動と満足度との間に統計的

に有意な関係が見られた｡ 組織内移動が昇進スピー

ドに正の影響を与えることを示唆するこの結果は,

多くの既存研究の発見事実と整合的である｡ しか

しながら本研究では, 昇進を伴う部門間移動と純

粋なローテーションとを区別できていないため,

昇進している人が結果として多くの部門を経験し

ている可能性を否定することはできない｡ 一方,

組織間移動をしている人の現業に対する満足度が

低いという結果は, 企業間を移動する人が組織内

において必ずしも適切な職場を与えられていない

ことを示唆しているのかもしれない｡ これらの発

見は, 移動と技術成果との間に見られた負の関係

の原因を探る際に再び検討することになる｡

Ⅴ 組織内移動と技術成果との間に見ら
れる負の関係の原因

表 2 は, 技術者の組織内移動 (部門間ローテー

ション) は技術成果につながらないばかりか, む

しろ負の影響をもたらしている可能性を示唆して

いた｡ なぜこのような結果が生じるのか｡

組織内移動は, 異質な知識への技術者の露出を

高めると同時に, 部門を越えた人的ネットワーク

の構築に貢献する｡ それが, イノベーションに必

要とされる知識融合をもたらす｡ このような連鎖

が, 組織内移動によるイノベーションの促進を説

明する論理として考えられてきた｡ したがって,

もし組織内移動が技術成果に負の影響を与えてい

るとするなら, 組織内での人的ネットワークがう

まく機能していないか, 組織内移動が外部の重要

な技術情報へのアクセスを阻害している可能性が

ある｡ このことを確認したのが表 4 の分析である｡

表 4は, 組織内移動が, 組織内外の人々とのコミュ

ニケーションにどのような影響を与えているのか,

また, 組織内移動を経験した技術者が問題解決上

の情報源として何を重要視しているのかを順序回

帰分析した結果を示している｡ 年を経るごとに情

報源が拡がることを考慮して, 分析では在職年数

がコントロールされている｡ 表 4 には, 統計的に

有意な結果が得られた項目だけが示されている｡

表 4 からは, 組織内移動が頻繁な人ほど, 外部

情報へのアクセスが乏しくなるという関係がみて

とれる｡ その一方で, 組織内移動を頻繁に経験す

るほど, 以前所属していた他部門の人とのやり取

りは多いものの, 社内の他部門の人々を, 問題解

決上の重要な情報源として活用している傾向は見

られない｡ つまり, 組織内での部門間移動を頻繁

に経験している人ほど, 外部の技術情報から遮断

されており, その一方で, 社内における部門を超

えた人的ネットワークを十分に活かすことができ

ていない｡ 組織内移動が技術者の成果に結びつか

ない一つの理由はこうした状況にあると考えられ

る6)｡

もう一つの原因としては, 頻繁な部門間移動が

専門性の構築を妨げている可能性も考えられる｡

特に日本企業に所属する技術者・研究者の場合に

は大学での専門領域が企業での専門領域に直結し
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表３ 移動頻度と昇進スピード､ 研究者・技術者としての能力､ 現在の仕事の満足度

昇進スピード

研究者・技術者とし

ての能力 仕事に対する満足度

全体 研究・開発 全体 研究・開発 全体 研究・開発

在職年数

経験組織数

経験部門数

－２対数尤度

－0.00

－0.07

0.15***

1543.3

－0.00

－0.07

0.18**

1014.3

0.03***

0.02

0.02

1296.4

0.04***

－0.04

0.01

877.4

0.03***

－0.07

－0.01

1605.1

0.02

－0.18*

－0.01

1089.0

順序回帰分析. *p＜.1, **p＜.5, ***p＜.01



ないケースも多いため, キャリア初期段階で専門

性を確立する十分な時間が必要であると考えられ

る｡ したがって, 入社後のあまり早い時期に他部

門に移動することは, その後の技術成果に負の影

響を与えるかもしれない｡ このことを確認するた

めに, 少なくとも一度は組織内移動の経験のある

回答者だけに限定して, 1 回目の部門間移動まで

の在籍年数が技術成果に与える影響を分析した｡

表 5 はその結果を表している｡

分析結果はわれわれの予測を支持している｡ 最

初の部門間移動までの在籍年数と特許数や論文数

との間には有意に正の関係が見られる｡ また, 最

初の部門の在籍年数を導入することによって, 組

織間移動や組織内移動の成果に対する負の影響は

消滅している｡ 組織内移動は最初の部門間移動ま

での在籍年数と有意に負の関係があるため, 組織

内移動が成果にもたらす負の影響は, 最初の部門

における在籍期間の短さによって説明されると考

えられる｡ こうした結果は, 組織間移動そのもの

が問題であるというより, 早期の移動が専門性の

蓄積を妨げることが問題であることを示唆してい

る｡

ただし, この結果に対しては, 技術成果が低い

人ほど, 不必要な人材として早期に他部門へと追

い出されるという仮説も十分に成り立つ｡ ここで

は因果の方向性を特定することができないため,

どちらの仮説が正しいのかを判別することができ

ない｡ ただし, 特定企業の人事データを分析した

米国の研究では, むしろ成果の高い人ほど, ロー

テーションを経験する傾向があることが報告され

ており (Campion ����., 1994), より良い職場へ

の移転が処遇の一つとして利用されていることを

示している｡ 日本企業の場合にどちらの状況が当

てはまるのかは, 今後の調査課題である｡

Ⅵ 組織間移動と技術成果との間に見ら
れる負の関係の原因

技術者の流動性がイノベーションを促進すると

いう考え方は近年一般的になりつつある｡ また既

存研究も, 技術者の移動が技術知識のスピルオー

バーを促すことによるイノベーション創出効果を

前提とする傾向にあった｡ しかしながら本研究は,

少なくとも技術者個人のレベルで見る限り, 組織

間移動は必ずしも高い技術成果につながらないば

かりか, むしろ成果に負の影響をもたらすことを

示唆している｡ なぜこのような結果が生じている

のか｡

技術者の組織間移動がイノベーションを促進す

るのは, 一つには, 技術者の移動によって暗黙的

な知識の移転が可能になるからであると考えられ

る｡ また, 技術者の流入に伴って組織内にもたら

される外部の人的ネットワークが, 組織外部の重
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表４ 組織内移動, コミュニケーション, 問題解決上
の重要な情報源

従属変数 研究・開発サンプル

コミュニケーションの頻度

社内の以前いた職場

大学の研究者

問題解決上の情報源

社外の同じ専門領域

大学の研究者

国公立研究所など

社外の大学 (院) 時代の知人

大学 (院) 時代の先生

ビジネスコンサルタント

*

***(－)

*(－)

***(－)

**(－)

*(－)

**(－)

**

順序回帰分析. *p<.1, **p<.5, ***p<.01

独立変数：経験部門数

制御変数：在職年数

表５ 最初の配属先での在籍年数が技術成果へ与える影響

特許数 論文数

全体 研究・開発 全体 研究・開発

在職年数

経験組織数

経験部門数

0.16***

－0.02

0.04

0.23***

－0.02

－0.05

0.11*

－0.02

0.01

0.19**

0.01

0.00

最初の部門の在籍年数 0.24*** 0.20*** 0.18*** 0.13*

調整済み R2

自由度

0.12***

451

0.12***

280

0.06***

451

0.07**

263

OLS. *p＜.1, **p<.5, ***p<.01



要な技術知識へのアクセスを容易にして, 結果と

して内外の技術知識との効果的な融合をもたらす

こともイノベーションを促す要因となりうる｡

しかし, 組織間を移動する技術者を通じて導入

される知識が, 組織内部の知識と効果的に融合さ

れるためには, 移動してきた技術者が組織内部の

人的ネットワークにうまく組み入れられなければ

ならない｡ もし, 組織間の頻繁な移動が, 組織内

部での人的つながりを希薄にしたり, 組織内部の

技術知識へのアクセスを困難にしたりするような

ことがあれば, 組織間移動は必ずしも技術成果を

高めることにはならないと考えられる｡ この点を

確認した結果を示したのが表 6 である｡

表 6 は, 組織間移動が, 組織内外の人々とのコ

ミュニケーションにどのような影響を与えている

のか, また, 組織間移動を経験することが問題解

決上の重要な情報源にどのような影響を与えるの

かについて, 分析した結果を表している｡ 表 4 の

場合と同様に, 統計的に有意な結果が得られた項

目だけが記載されている｡

表 6 に示されるように, 組織間移動の多い人ほ

ど, 社外の技術者とのコミュニケーションを頻繁

に行う傾向にある｡ これは一般的な予測に合致し

ている｡ しかしながら, 問題解決上の重要な情報

源として, それらの社外の技術者を活用する傾向

は見られない｡ 他方, 組織間移動を行っている技

術者は, 職場の同僚とのコミュニケーションが少

なく, 組織内の技術者や上司を問題解決上の重要

な情報源として活用していない｡ この点で, 組織

間移動を行う技術者は組織内移動を経験する技術

者と反対の性質を持っている｡ 実際に, 組織間移

動と組織内移動は有意に負の相関関係がある7)｡

つまり, 組織間を移動する技術者は, 組織外部で

の人的ネットワークを維持しているものの, 組織

内部の人的・情報的ネットワークから遮断される

傾向にあり, 外部から得られる情報を十分に活用

する場を持ちえていないという状況が想像される｡

組織間移動が技術成果に負の影響を与えるという

結果は, 一つには, このような状況を反映してい

ると考えられる｡

また, 外部から移動してくる技術者が十分な技

術成果を得ることができないのは, 受け入れる組

織側の人材配置や処遇上の問題も関係している可

能性がある｡ 表 3 において, 組織間移動が頻繁で

あるほど, 現在の職場での満足度が低いという結

果が示されているのは, 一つには, 組織側がそれ

らの人材を適切な職場に配置できていないことに

よるのかもしれない｡

また, 同じ表 3 にみられるように, 組織内移動

が頻繁な人ほど昇進スピードが早いことも, 組織

間を移動する人々の動機づけを低下させる要因に

なりうる｡ この点をもう少し詳しくみるために,

昇進スピードに正の影響を与えるような, 組織内

でのコミュニケーションのパターンや情報源の活

用の仕方を検討した結果が, 表 7 に示されている｡

この分析によれば, コミュニケーションに関して

は, 同僚や社内の他部門の技術者, 社内の以前い

た職場の技術者といった社内人材との頻繁なやり

とりとともに, 社外の同じ専門領域の技術者や大

学の研究者, 大学(院)時代の先生などの外部人材

とのやりとりも昇進スピードと正の関係がある｡

しかし, 問題解決上の情報源としては, 職場の同

僚や上司, 社内他部門の技術者・管理者といった

社内人材を重視する人ほど昇進が早いという結果

となっている｡ このように組織内部の人材との情

報的なつながりが処遇とつながるという現状のも

とでは, 外部から移動してきた人材は十分に評価

されず, 動機づけを失う可能性がある｡
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表６ 組織間移動, コミュニケーション, 問題解決上
の重要な情報源

従属変数 研究・開発サンプル

コミュニケーションの頻度

同じ職場の同僚

社外の同じ専門領域

社外の異なる専門領域

社外大学時代の知人

大学 (院) 時代の先生

問題解決上の情報源

職場の同僚

社内他部門の技術者研究者

職場の上司

企業内の以前いた職場

競合企業

社内研修セミナー

**(－)

**

**

**

**

***(－)

***(－)

***(－)

**(－)

*(－)

***(－)

順序回帰分析. *p＜.1, **p＜.5, ***p＜.01

独立変数：経験組織数

制御変数：在職年数



このように組織内部での人的もしくは情報的ネッ

トワークの構築が処遇上重要だとすると, そもそ

も, 優秀な技術プロフェッショナルが組織間を移

動しないという状況が考えられる｡ もしそのよう

な状況が本研究のサンプルにも当てはまるとすれ

ば, 組織間移動と技術成果との負の関係は, 成果

の低い技術者が組織間を移動していることを示し

ている可能性がある｡ この点を確認するデータは

ないが, 少なくとも本サンプルに限れば, 組織間

移動を頻繁に行う技術者は特定の専門領域に特化

している技術者ではないようである｡ 表 8 がこれ

を間接的に示している｡ 表 8 は, 組織間移動や組

織内移動が経験してきた専門領域や半導体製品領

域とどのような関係にあるのかを表したものであ

る｡ 予測されるように頻繁な組織内移動は経験す

る専門領域や半導体製品領域の数と正の関係にあ

る｡ 一方で, 組織間移動を行う技術者は専門領域

を限定しているわけではなく, 半導体製品領域に

関してはむしろ多くを経験する傾向にある｡ また

特定の専門領域に特化している割合 (最も長い経

験をもつ専門領域の経験期間/キャリア全体の期間)

と経験組織数が負の相関 (Kendall のタウ b－0.09,

p＜.05) を持つことも, 組織間を移動する技術者

が必ずしも専門性の高い人材でないことを示して
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表７ 昇進スピード, コミュニケーションパターン,
重要な情報源

独立変数 研究・開発サンプル

コミュニケーションの頻度

同じ職場の同僚

社内他部門の技術者

社内の以前いた職場

社外の同じ専門領域

大学の研究者

国公立研究所など

大学 (院) 時代の先生

情報源

職場の同僚

社内他部門の技術者

社内他部門の管理者

職場の上司

大学 (院) 時代の先生

エレクトロニクス専門誌

*

**

***

**

**

*

*

***

***

***

***

*

**

順序回帰分析. *p＜.1, **p＜.5, ***p＜.01

従属変数：昇進スピード

制御変数：在職年数

表８ 移動と経験との関係

組織間移

動

部門間移

動

経験専門

領域数

経験製品

領域数

経験アプ

リケーショ

ン領域数

組織間移

動
－0.20*** 0.04 0.09* 0.06

部門間移

動
0.16*** 0.10** 0.05

経験専門

領域数
0.38*** 0.30***

経験製品

領域数
0.46***

経験アプ

リケーショ

ン領域数

研究・開発サンプル

表中の数字は偏相関係数.*p＜.１, **p＜.5, ***p＜.01

コントロール変数：在籍期間

経験専門領域：基礎研究, デバイス開発設計, プロセス開発, 材料開発,

システム開発, テスト・評価・シミュレーション, CAD/CAE ツール,

製造装置開発, その他半導体開発, 品質管理, 製造・実装, 企画, マー

ケティング, 半導体を利用したアプリケーション

経験製品領域：メモリ, MOS マイクロ, ロジック, アナログ IC, 個別半

導体, その他半導体, 半導体を利用したアプリケーション



いる｡

Ⅶ ディスカッションと追加的考察

1 ディスカッション

技術者の流動性がイノベーションを促進すると

いう考えが一般的になりつつあるなか, 本研究の

結果はむしろ, 技術者の組織間・組織内移動が技

術成果と負の関係があることを示していた｡ しか

し, このことは, 必ずしも技術者の流動性がイノ

ベーションに不必要であることを意味しているわ

けではない｡ 技術者の移動を介したイノベーショ

ン創出の, プロセス全体のどこかに欠陥が生じて

いれば, 移動による効果がみられないことがあり

うる｡

移動を介したイノベーションの創出は, 三つの

段階によって把握することが可能である｡ 第 1 に,

企業組織を含む高度な分業体系のもと, 技術者は

専門的な知識を蓄積すると同時に, 独自の人的ネッ

トワークを形成する｡ その人的ネットワークは技

術開発に必要な情報を得るための固有の情報チャ

ネルとなる｡ 第 2 段階では技術者が所属組織や部

門, 地域など技術開発活動の場所を移動する｡ そ

れに伴って技術者に内在する知識の所在と技術者

に付随する情報チャネルが移動し, 技術的知識の

新たな融合の機会が生まれる｡ 特に技術者が形式

化・文書化の難しい固有の技術的知識を持ってい

る場合, 新たな融合の可能性が高まる｡ 第 3 段階

では, 移動者が移動先の技術者と直接的なやり取

りを行う｡ その場に移動者の持つ固有の知識とと

もに移動者の情報チャネルを介して流入する外部

情報がもたらされ, 新たな知識の融合が起きてイ

ノベーションが創出される｡

組織間移動が技術成果に結びつかないのは, 主

として第 3 段階に問題があることを本研究は示唆

している｡ 移動者は, 組織外部に対する情報チャ

ネルを持っていたものの, そのチャネルを通じて

得られる情報は, 実際の問題解決活動に活かされ

ていないようであった｡ 移動を介して知識の融合

が起きるためには, 移動者が移動先の組織の人的

ネットワークに組み入れられ, 自らの持つ知識や,

自らの情報チャネルを通じて得られる外部情報を

積極的に開示するよう動機づけられる必要がある｡

しかしながら, 移動者は組織内部の人的ネットワー

クから遮断され, 内部者とのやり取りが不足し,

内部の情報源へのアクセスに乏しい傾向にあった｡

また, 内部の情報源に精通している技術者ほど昇

進が早いという環境の中では, 動機づけの低下も

予測された｡ 移動者ほど現在の仕事に対する満足

度が低いという結果は, こうした状況を示唆して

いた｡

一方, 組織内移動が技術成果に結びつかないの

は, 三つの段階の中で, 特に第 1 段階に問題があ

ると思われる｡ 特に, キャリアの初期段階で早い

部門間移動を経験する技術者ほど技術的成果が低

いという結果は, そうした移動が専門知識の確立

や専門領域での重要な人的ネットワークの形成を

妨げている可能性を示唆する｡ つまり組織内移動

そのものが問題なのではなく, 移動前の専門性の

獲得段階に問題があると考えられる｡ また, 本研

究は第 3 段階の問題も示唆していた｡ 部門間を頻

繁に移動する人は必ずしも以前の部門で構築した

人的ネットワークを重要な情報源として活用して

いない｡ これは, 過去の経験が活かされるような

形での人事ローテーションが行われていないから

であると推察される｡

このように, 組織間移動についても組織内移動

についても, それらが技術的成果に結びつくため

には, 適切な組織マネジメントが必要になると考

えられる｡ 組織間移動に関しては, 内部の人的ネッ

トワークへの統合プロセスが重要であり, また,

移動者のもつ知識や外部情報チャネルが活かされ

るような人材配置と, そうした知識や情報チャネ

ルが評価されるような処遇体系が必要となると思

われる｡

他方, 組織内移動に関しては, 技術者の専門性

の蓄積や専門領域での広範な人的ネットワークの

形成を妨げないように移動のタイミングを考える

ことが重要であり, また移動前の経験や人的ネッ

トワークが活かされるように移動先を考慮するこ

とも重要となるであろう｡

さらに, 組織間移動と組織内移動に負の関係が

あり, 組織間移動者と組織内移動者が極めて異な
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る性質を持つという本研究の発見は, 外部の専門

人材の採用と内部人材のローテーションのバラン

スを考えるという別のマネジメント上の課題を示

すものである｡

もちろん本研究にはさまざまな限界がある｡ 特

に問題となるのは因果関係の解釈である｡ 組織内

移動に関しても組織間移動に関しても, そもそも,

成果の低い技術者が移動を余儀なくされていると

いう逆方向の因果関係が考えられる｡ しかし, 組

織間移動に関しては, 移動者に対する組織内での

配置や処遇などマネジメント上の問題ゆえに, 有

能な専門人材が移動機会を失っているという可能

性もある｡ その場合には, やはり改革すべきはマ

ネジメントだということになる｡

2 追加的考察：日本企業における部門間移動の実

態

最後に, 日本企業の移動に関する組織マネジメ

ントの実態を, 組織内移動に焦点をあてて見てみ

よう｡ 本研究から導き出された重要な結論の一つ

は, 早期の部門間移動がその後の技術成果に負の

効果をもたらすというものであった｡ この点に関

して, 近年日本企業はどのような人事政策を採用

してきたのだろうか｡ 図 1 には, 入社年度の違い

によって, 最初の部門間移動までの年数はどのよ

うに異なるのかを Cox 回帰分析した結果が示さ

れている｡ 図には入社年度別の生存関数がプロッ

トされている｡ 結果から明らかなことは, 1980

年代と 1990 年代に入社した技術者の最初の移動

までの年数が, それ以前に入社した技術者に比べ

て有意に短いということである｡ 事業部や製造部

門への移動に限定して行った分析ではさらにこの

傾向が高まっている (図 2)｡ 80 年代以降, 日本

の半導体企業が, キャリアの早い段階で技術者を

他部門へ移動させるという政策をとってきたこと

がわかる｡ 特に, 本社から事業部, 製造部門へと

向かう下流への移動が頻繁に行われるようになっ

たことを示している｡ こうした人事政策が, 業績
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図１　入社年度と初期移動までの年数（研究開発サンプル）

Cox回帰．　＊p<.1 ,  ＊＊p<.05 ,  ＊＊＊p<.01

１．０�

０．８�

０．６�

０．４�

０．２�

０．０�

０� ５� １０� １５� ２０� ２５� ３０�
事業部，製造部門への最初の移動までの年数�

累
積
生
存�

１９６０年代� １９７０年代�
１９８０年代� １９９０年代�

入社年�

　　変数 係数 ハザード比�

１９６０年代入社 －1.90＊＊＊ 0.15�

１９7０年代入社 －1.72＊＊＊ 0.18�

１９８０年代入社 －1.20＊＊＊ 0.30

図２　入社年度と事業部もしくは製造部門への�
　　　初期移動までの年数（研究開発サンプル）�

Cox回帰．　＊p<.1 ,  ＊＊p<.05 ,  ＊＊＊p<.01



悪化に対応した短期的な人材の再配置を示してい

るだけであれば, 大きな問題ではないかもしれな

い｡ しかし, もしその背後に, 人材ローテーショ

ンの効果に対する短絡的な期待が潜んでいるとす

るならば, 再考が必要である｡ この時期に日本の

半導体産業が急激に競争力を低下させたという事

実と無関係ではないかもしれない｡

＊本研究における質問票調査は科学技術政策研究所の研究プロ

ジェクトとして行われたものである｡ また質問票の作成から

データの収集・初期分析にいたる一連の作業は, 一橋大学イ

ノベーション研究センターの武石彰教授, 同軽部大助教授,

一橋大学大学院国際企業戦略研究科の楠木建助教授と共同で

行われた｡ しかしながら本論文の内容に関する責任はすべて

筆者にある｡

1) 後述するように, こうした傾向は, 本研究で分析した半導

体エンジニアのデータでもはっきりと示されている｡ 80 年

代と 90 年代に入社したエンジニアのほうが, それ以前に入

社したエンジニアよりも頻繁な部門間移動を経験しており,

特に製造部門や事業部門への早期の異動が顕著である｡

2) 直接的に利益に結びつかない研究活動に対する批判が高ま

るにつれて, 研究者・技術者をより事業に近い活動へと異動

させてきたという側面もある｡

3) 応用物理学会の会員の 7～8 割が半導体関連の業務に携わ

る人々である｡

4) 質問票の内容からして移動経験のある人ほど回答するとい

う回答バイアスの問題が考えられるが, 29％が移動経験を持

つという本サンプルの結果は, 26％が移動経験をもつという

Lynn らの調査結果とも整合性があり, そうしたバイアスは

大きな問題にはなっていないと思われる｡

5) サンプル数が大幅に減少しているのは, 必ずしも, 半導体

関連の設計・開発業務を主とする人がもともとのサンプルに

少なかったからではなく, 活動領域の記入が一部もれている

ため特定できなかったことが主な理由である｡ 主たる活動領

域を特定できなかった人々は 162 人であった｡

6) 組織内移動を頻繁に行う人が管理者的な業務を行っている

可能性を完全に否定することはできない｡ しかし, 研究開発

に限定したサンプルでも負の関係が見られること, さらに,

在職年数をコントロールしていることから, こうした可能性

は高くないと考える｡

7) 在職年数をコントロールした偏相関係数は－0.20 であり,

1％水準で有意となっている｡
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－0.05*
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0.32**
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在職期間

単相関, ペアごと除外. 両側検定. *＜.05, **＜.01

上段：全体サンプル, 下段：研究・開発サンプル
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